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１．概要 
 米国特許法第 101 条は、米国において特許を受けることができる発明として以下の
とおり規定している。 
 
第 101 条 特許を受けることができる発明 
新規かつ有用な方法，機械，製造物若しくは組成物，又はそれについての新規かつ有用

な改良を発明又は発見した者は，本法の定める条件及び要件に従って，それについての

特許を取得することができる。 
 
 このように、米国では「新規かつ有用な方法」等であれば新規性及び非自明性等の他

の特許要件を満たすことを条件に幅広く特許を認めている。ただし、最高裁は方法が、

自然法則、物理的現象または抽象的なアイデアにすぎない場合は、保護適格性を有さな

いとして特許の付与を認めていない1。 
 
 本事件においては、電子商取引における詐欺検出方法及び装置に関する特許発明が米

国特許法第 101条の要件を満たすか否かが問題となった。CAFCは Bilski最高裁事件2

の判示事項に従い、方法クレーム及び記録媒体クレーム共に、米国特許法第 101 条の
要件を満たさないと判断した。本稿では約 1年前に下された Bilski判決後の CAFCの
保護適格性の判断について分析する。 
 
 

                                                  
1 Diamond v. Chakrabarty, 447 U. S. 303, 308 (1980) 
2 Bilski v. Kappos, 129 S. Ct. 2735 (June 1, 2009) 
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２．背景 
(1)特許発明の内容 
 CyberSource社(以下、原告という)は U.S. Patent No. 6,029,154(以下、154特許
という)の所有者である。154 特許は「顧客と業者との間のインターネットを介したク
レジットカード取引における詐欺検出方法及びシステム」に関する。参考図 1 は 154
特許の代表図である。 

 
参考図 1 154特許の代表図 
 
 参考図 1 における IVS(Integrated Verification System)106 における詐欺検出器
(Fraud Detector)210が、インターネット取引が有効か否かを判断する。154特許はク
レジットカードを用いた取引において、詐欺を検出する際に IPアドレスを用いるもの
である。具体的には、ユーザが既に詐欺取引に使用されていた IPアドレスを通じて大
量購入した場合、詐欺と判断するアイデアである。 
 
 154特許の実施例には以下の技術が開示されている。詐欺検出器 210は履歴チェック
(History Check)202、整合性チェック (Consistency Check)204、AVS(Automatic 
Verification System)206、IIVS(Internet identification Verification System)208から
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パラメータを受け取り、詐欺を検出する。整合性チェック 204 はクレジット情報がユ
ーザ及び他の情報に一致するか否かを判断する。AVS206は公知のクレジットカード情
報の照合システムであり、郵便番号及びクレジットカード番号等を用いて認証を行うシ

ステムである。履歴チェック 202は対象となる取引が履歴 DB222に記憶された情報に
合致するか否かを判断する。 
 
 IIDVS208は、他の業者により情報が追加される DB224を参照し、インターネット
アドレスの有効性を判断する。具体的には、IIDVS208 は、DB224 から特定のインタ
ーネットアドレスを用いて処理された一群の取引データを取得する。次いで、IIDVS208
は、取得した取引データのマップを構築する。最後に、IIDVS208は、構築したマップ
を用いて、新規クレジットカード取引が有効であるか否かを判定する。 
 
 W1～W4 は各パラメータへの重み付けを行う。詐欺検出器 210 は取引履歴 DB222
及び他の業者により追加された DB224を参照し、上述した様々なパラメータに基づき
クレジットカード情報に対する認証を行う。 
 
 問題となったのは方法クレーム 3及び記録媒体のクレーム 2である。 
 
 方法クレーム 3の内容は以下のとおり3。 
3.インターネットを介したクレジットカード取引の有効性を認証する方法において、 
a)クレジットカード取引と一致するインターネットアドレスを利用する他の取引につ
いての情報を取得するステップと、 
b)前記他の取引に基づき、クレジットカード番号マップを構成するステップと、 
c)クレジットカード取引が有効であるか否かを決定するためにクレジットカード番号
マップを利用するステップと 
 を備えることを特徴とする認証方法。 
 
 クレーム 2 は所謂ボールガードクレーム(Beauregard claim)形式である。これは、

                                                  
3 3. A method for verifying the validity of a credit card transaction over the Internet 
comprising the steps of: 
a)obtaining information about other transactions that have utilized an Internet address 
that is identified with the [ ] credit card transaction; 
b)constructing a map of credit card numbers based upon the other transactions and; 
c)utilizing the map of credit card numbers to determine if the credit card transaction is 
valid. 
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Beauregard 事件4以降に名付けられ、コンピュータに特定の処理を実行させるプログ

ラム命令を含むコンピュータ読み取り可能な記録媒体(例えば、ディスク、ハードドラ
イブ、その他のデータ記憶装置)とするクレームである。クレーム 25は長文であるが、

方法クレーム 3 の方法を実行するプログラム命令を含むコンピュータ読み取り可能な
記録媒体以上のものではない。クレーム 2の概要は以下のとおりである。 
 
2.インターネットを通じた顧客、業者間のクレジットカード取引における詐欺を検出す
るためのプログラム命令を含むコンピュータ読み取り可能な記録媒体において、 
コンピュータシステムの一または複数のプロセッサによる前記プログラム命令の実行

により、一または複数のプロセッサに以下のステップを実行させる； 
（中略） 
a)クレジットカード取引と一致するインターネットアドレスを利用する他の取引につ
いての情報を取得するステップと、 
b)前記他の取引に基づき、クレジットカード番号マップを構成するステップと、 
c)クレジットカード取引が有効であるか否かを決定するためにクレジットカード番号
マップを利用するステップ。 

                                                  
4 In re Beauregard, 53 F.3d 1583 (Fed. Cir. 1995) 
5 2. A computer readable medium containing program instructions for detecting fraud 
in a credit card transaction between a consumer and a merchant over the Internet, 
wherein execution of the program instructions by one or more processors of a computer 
system causes the one or more processors to carry out the steps of: 
a)obtaining credit card information relating to the transactions from the consumer; and 
b)verifying the credit card information based upon values of plurality of parameters, in 
combination with information that identifies the consumer, and that may provide an 
indication whether the credit card transaction is fraudulent, 
wherein each value among the plurality of parameters is weighted in the verifying step 
according to an importance, as determined by the merchant, of that value to the credit 
card transaction, so as to provide the merchant with a quantifiable indication of 
whether the credit card transaction is fraudulent, 
wherein execution of the program instructions by one or more processors of a computer 
system causes that one or more processors to carry out the further steps of; 
[a] obtaining information about other transactions that have utilized an Internet 
address that is identified with the credit card transaction; 
[b] constructing a map of credit card numbers based upon the other transactions; and 
[c] utilizing the map of credit card numbers to determine if the credit card transaction is 
valid. 
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(2)訴訟の経緯 
 原告は Retail Decisions, Inc.(以下、被告)に対し、154特許を侵害するとして、2004
年 8月 11日訴訟を提起した。被告は 154特許に対し、再審査請求を行い、地裁はUSPTO
の審査が完了するまで審理手続を中断した。その後、2008年 10月 30日、Bilski事件
において、CAFCは大法廷判決6を下したことから、被告は米国特許法第 101条に基づ
く無効を主張した。 
 
 地裁は、被告の主張を認め、クレーム 2及び 3は保護適格性を有さないと判断した。
被告はこれを不服として、2009 年に控訴した。ただし、Bilski 事件が最高裁に上告さ
れたため、2010年 10月 28日に最高裁判決7が下されるまで、CAFCによる審理が中断
された。 
 
 
３．CAFCでの争点 
争点：方法クレーム 3 が保護適格性を有するか否か、方法クレーム 3 の各ステップを
含む記録媒体クレーム 2が保護適格性を有するか否か 
 クレーム 3 はインターネットを介したクレジットカード取引の有効性を認証する方
法を権利化している。クレーム 2はクレーム 3と同一の方法を実行するプログラム命令
を有するコンピュータでの読み取りが可能な記録媒体を権利化している。Bilski最高裁
判決後、このようなクレームが米国特許法第 101 条の要件を具備するか否かが問題と
なった。 
 
 
４．CAFCの判断 
結論：クレーム 2 及び 3 は特許を受けることができない心理プロセスの独占を試みて
おり、米国特許法第 101条の規定に基づき、無効である。 
 
(1)Bilski最高裁事件 
 方法クレームに対する保護適格性判断は Bilski 最高裁判決により明確化された。以
下、Bilski最高裁事件について解説する。 
 
 Bilskiは、ヘッジ取引に関する方法クレームについて権利化を試みた。本方法クレー
ムが、米国特許法第 101 条の規定に基づき、保護適格性を有するか否かが争点となっ
た。 

                                                  
6 In re Bilski, 545 F.3d 943 (Fed. Cir. 2008) (en banc) 
7 Bilski v. Kappos, 130 S. Ct. 3218 (2010) 
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 最高裁は過去の判例により、自然法則、物理的現象、及び、抽象的なアイデアは保護

適格性を有さないが、ビジネス方法に関する発明自体は米国特許法による保護対象にな

ると判示した。 
 
 さらに、方法が抽象的なアイデアをクレームしているか否かを判断する基準として

CAFCが示した機械変換テストは有用なツールではあるが、当該テストが唯一の基準で
はないと判示した。最高裁は、機械変換テストを唯一の基準として制限することは特許

法の制定趣旨及び判例に反し、また、将来発生する新技術を保護すべく、他の判断基準

を判示することを否定した。 
 
 CAFC が判示した機械変換テスト(machine-or-transformation test)とは、方法クレ
ームが以下の 2 条件のいずれかを具備する場合に、米国特許法第 101 条の要件を満た
すとする判断基準である。 
（I）クレームされた方法が特別な機械または装置に関係していること、 または 
（II）特別な物・もの（article）を異なる状態または物体へ変換していること  
 
 最高裁は、Bilski のヘッジ取引に係る方法クレームの保護適格性を否定すべく Benson
事件8及び Flook事件9を挙げた。Benson事件において、最高裁は、2進化 10進数（BCD）
形式にあるデータを、純粋なバイナリ形式へ変換するアルゴリズムに関する特許出願が、

米国特許法第 101条に規定する「方法」であるかどうかを検討した。最高裁は最初に、
「抽象的なアイデアにおける法則は、基本的な真理であり、発端であり、真意であり、

これらは特許されるべきではない」と述べた。これらは、何人にも使用させる必要があ

るものであり、独占権を付与すべきではないからである。当該アルゴリズムについて権

利を付与すれば、完全に数学的公式についての権利を先取り(pre-empt)させることとな
る。以上の理由により、Benson事件における発明は単なる抽象的アイデアであり、米
国特許法第 101条に規定する「方法」でないと判断した。 
 
 また、Flook事件において、出願人は、石油化学製品及び精油産業において、触媒変
換プロセスの間、状態を監視する方法について特許化を試みた。Flook事件における発
明は、石油化学製品及び製油産業への適用に限定しているが、本質は数学的アルゴリズ

ムにある。従って、第 3者は当該数学的アルゴリズムを他の分野において使用すること
ができる。しかしながら最高裁は、出願に係る発明は、数式を特定の分野に応用したも

のであるが、実質的に数学的アルゴリズムを先取りするものであり、特許出願全体とし

                                                  
8 Gottschalk v. Benson, 409 U. S. 63, 70 (1972) 
9 Parker v. Flook, 437 U. S. 584, 588‒589 (1978) 
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て何ら特許性ある発明を含んでいないことから、米国特許法第 101 条に規定する「方
法」に該当しないと判示した。このように、数学的アルゴリズムの使用を、ある特定の

分野への使用に限定したとしても、迂回して特許化することはできないと判示した。 
 
 Bilskiのクレームは、ヘッジングの基本的コンセプト、または、リスクに対する保護
を記載している。ヘッジングは、経済社会システムにおいて古くから普及している基本

的な経済プラクティスであり、経済学の入門授業においてさえ解説されている事項であ

る。クレームに記載したヘッジングの概念は、Benson事件及び Flook事件におけるア
ルゴリズムと同じく、特許されない抽象的なアイデアである。最高裁は、申立人に当該

リスクヘッジングに係る特許を認めれば、当該分野におけるこのアプローチの使用を先

取りさせることとなり、ひいては抽象的アイデアの独占を認めることとなると判示した。 
 最高裁は以上の判例に照らし、申立人の出願に係る発明は単なる抽象的なアイデアで

あり、米国特許法第 101条に規定する「方法」に該当しないと判断した。 
 
(2)本事件における方法クレームの保護適格性 
(i)機械変換テスト 
 CAFCは本事件における方法クレーム 3は機械変換テストを満たさないと判断した。
クレーム 3は単に「ビジネスリスクに関連する無形のデータを取得及び比較」している
にすぎないからである。クレジットカード番号及びインターネットアドレスデータに関

するデータの単なる収集及び編成は、機械変換テストの変換要件を満たすのに十分でな

く、かつ、クレーム 3の文言そのものは、特定の機械により実行されることを要件とし
ていないからである。 
 
(ii)心理的プロセスの独占 
 CAFCは続いて、クレーム 3が心理的なプロセスを独占するものであるか否かを判断
した。CAFCは、本事件におけるクレーム 3の法定主題は保護適格性を有さない心理プ
ロセスであることは明らかであると述べた。クレーム 3の全ステップは、人間の心理に
おいて実行されるか、またはペン及び紙を用いて実行することができると判断した。な

お、クレーム 3は特定の詐欺検出アルゴリズムに限定しておらず、明細書にも具体的な
アルゴリズムが記載されていない。 
 
方法ステップ(a)についての分析 
「a)クレジットカード取引と一致するインターネットアドレスを利用する他の取引に
ついての情報を取得するステップ」 
 CAFC は既に存在するデータベースから単にインターネットクレジットカード取引
の記録を読む人間により実行され得ると判断した。 
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方法ステップ(b)についての分析 
「b)前記他の取引に基づき、クレジットカード番号マップを構成するステップ」 
 CAFCは、人間が特定の IPアドレスから取得されるクレジットカード取引リストを
記述することにより、「クレジットカード番号マップを構成」することができると判断

した。 
 
方法ステップ(c)についての分析 
「c)クレジットカード取引が有効であるか否かを決定するためにクレジットカード番
号マップを利用するステップ」 
 CAFC は、ステップ(c)は、余りに広く記載されすぎており、詐欺を検出するいかな
る方法をも含んでおり、完全に人間の心の中で実行される論理的な推論をも含むと判断

した。 
 
 以上のとおり、クレーム 3のステップは全て人間の心理において実行できる。CAFC
は、人を通じてのみ実行される方法は単なる抽象的なアイデアであり、米国特許法第

101条における保護適格性を有さないと結論づけた。 
 
 CAFC は、心理プロセスをクレームに記載するということが悪いというのではなく、
むしろ、完全に人間の心理において実行される方法は、全人類に自由であり、かつ誰に

も独占的に留保されない「科学的及び技術的作業の基本的ツール“basic tools of 
scientific and technological work”」を具現化する方法だからであると述べた。 
 
(3)装置クレーム 
 原告は、クレーム 2 のカテゴリーは「方法」ではなく、米国特許法第 101 条におい
て規定されている「製造物」であることから、クレーム 2はそれ自体保護適格性を有す
ると主張した。 
 
 CAFCは、単にクレームのカテゴリーだけに着目するのではなく、保護適格性に関し
ては、発明の根本に着目しなければならないと述べた。クレーム 2及び 3双方の基礎を
なす発明は、クレジットカード詐欺を検出する方法であり、コンピュータ読み取り可能

な情報を記憶する製造物ではないことは明らかであることから、原告の当該主張を退け

た。 
 
 CAFCは、クレーム 2は確かに記録媒体クレームフォーマットであるが、実質的に方
法クレーム 3と同内容であるため、保護適格性判断を行う際に、クレーム 2を方法クレ
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ームとして取り扱った。 
 
 CAFCは、記録媒体クレーム 2を方法クレームとして分析し、機械変換テストを満た
すか否か判断した。 
(i)変換テスト 
 原告は、クレーム 2は、インターネットクレジットカード取引を示すデータの変換に
言及しており、変換テストを満たすと主張した。原告によれば、クレーム 2は IPアド
レスまたは電子メールアドレス等の「インターネットアドレス」を使用しており、イン

ターネットアドレスを利用するインターネット取引からクレジットカード番号「マッ

プ」を構築していることから、データの変換があると主張した。しかしながら、CAFC
は、これは、単なるデータの操作(manipulation)または再編成(reorganization)にすぎ
ず、変換テストを満たさないと判断した。 
 
(ii)機械テスト 
 原告は、クレーム 2は「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」と記載しており、コ
ンピュータシステムのプロセッサによってのみ実行されるソフトウェア命令を含んで

いることから、機械テストを満たすと主張した。 
 
 CAFCは、機械の使用は、クレームの範囲において意味のある限定を行っていなけれ
ばならないと述べた。すなわち、「機械は、クレームされた方法を実行させることにお

いて、明確な役割を果たさなければならない。10」 
 
 最終的に、CAFCは、方法クレーム 3の心理プロセスを実行するためのコンピュータ
の付随的な使用は、クレームに十分に意味のある限定をなしているとはいえないことか

ら、記録媒体クレーム 2の「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」それ自体は、クレ
ーム 3 において特許できない方法を、米国特許法第 101 条の元、保護適格性ありとす
ることはできないと結論づけた。 
 
 CAFC は、クレーム 2 及び 3 は特許を受けることができない心理的プロセスを独占
しようと試みていることから、米国特許法第 101 条の規定に基づき、無効であると結
論づけた。 
 
 
５．結論 
 CAFC大法廷は、保護適格性を有さず、特許は無効であるとした地裁の判断を支持す
                                                  
10 SiRF Tech., Inc. v. Int’l Trade Comm’n, 601 F.3d 1319, 1333 (Fed. Cir. 2010) 
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る判決をなした。 
 
 
６．コメント 
 Bilski最高裁判決後、いくつかの事件において保護適格性の有無が争点となっている。
本事件における方法クレーム 3は心理プロセスをクレームしており、抽象的なアイデア
についての独占を認めない Benson最高裁判決の判示事項に従い、特許を無効とした。 
 
 また、クレーム 2は記録媒体クレームであるが、実質的に方法クレーム 3の各ステッ
プを記載している。クレームのカテゴリーが記録媒体であり、かつ、各ステップがプロ

セッサにより実行されると記載されていたとしても、意味のある限定がなされておらず、

また心理プロセス自体の独占を試みるものであることから、保護適格性を有さないと判

断された。 
 
判決 2011年 8月 16日 

以上 
【関連事項】 
判決の全文は連邦巡回控訴裁判所のホームページから閲覧することができる[PDFファ
イル]。 
http://www.cafc.uscourts.gov/images/stories/opinions-orders/09-1358.pdf 
 

http://www.cafc.uscourts.gov/images/stories/opinions-orders/09-1358.pdf

